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諮問庁：経済産業大臣 

諮問日：令和２年６月２９日（令和２年（行情）諮問第３４０号）及び令和３

年３月１２日（令和３年（行情）諮問第７２号） 

答申日：令和５年１月１６日（令和４年度（行情）答申第４６４号及び同第４

６６号） 

事件名：特定日付け輸入承認証有効期間延長申請書等の一部開示決定に関する

件 

特定日付けの輸入承認証有効期間延長に関する申請書類の一部開示

決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１に掲げる文書（以下，順に「文書１」ないし「文書６９」とい

い，併せて「本件対象文書」という。）につき，その一部を不開示とした

決定については，審査請求人が開示すべきとする部分のうち，別紙の３に

掲げる部分を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，令和２年３月１０日付け２０２００１

１０公開関東東第１号及び同年１０月３０日付け２０２０１０３０公開関

東東第１号により東京通商事務所長（以下「処分庁」という。）が行った

一部開示決定（以下「原処分１」及び「原処分２」といい，併せて「原処

分」という。）について，別紙の２に掲げる部分を除き，原処分の取消し

を求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人は，火薬類の輸入をする際に商品の到着が遅れ，到着が輸入

承認証有効期間を超えてしまうため，輸入承認証有効期間延長を申請した

が書類不備で受付の段階で受理されなかった。同じ書類で特定税関にて申

請を行ったところすぐに受理されて期間の延長が認められた。また，特定

県からの輸入許可も受けているが，同じ内容の資料を添付して申請して有

効期間延長が認められている。 

このため，どのような書類を提出して受理されているか確認したいが，

ほとんどが不開示となっているためよくわからない。 

食料品を購入すると，品名，生産国，輸入業者，販売業者，内容の数量

販売定価などが表示されているが，これらが記載されて公にされているの
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であるから，これらに相当する情報が不開示になる情報には該当しない。 

文書１１において，希望する有効期間満了日の記載が合わないあるいは，

おかしいように思える。 

「通常一般には公開されていない」と記載されているが，公開を求めて

いるのではなく，開示請求をしているのであり，公開をされていない情報

を不開示とする処分は違法である。公開と開示請求による不開示の判断が

できていない。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 事案の概要 

（１）審査請求人は，令和元年１２月２４日付けで，法４条１項の規定に基

づき，処分庁に対し，「事務所に紙及び電子により申請があった輸入承

認証有効期間延長に関する以下の申請書類のうち，水産物にかかるもの

で２０１９年１２月１６日から２７日までに申請があったもの，及び水

産物以外で２０１９年４月１日から１２月２７日までに申請があったも

の。１．輸入承認証有効期間延長申請書（紙申請の場合），輸入承認内

容訂正申請（電子申請の場合）。２．有効期間を延長しようとする輸入

承認証（写）。なお，紙申請書の裏面及び電子申請の通関欄含むページ

については１２月２７日から遡って水産物，水産物以外それぞれ１０件

ずつのみ。３．延長を必要とすることを立証する書類（写）。４．審査

に必要として提出された上記以外の書類が提出されている場合はその書

類。（授権証明書（写）及びその他委任状除く。）」の開示請求を行い，

処分庁は，令和２年１月１０日付けでこれを受け付けた。 

（２）本件開示請求に対し，処分庁は，法１１条の規定に基づき開示決定等

の期限の特例を適用し，相当の部分につき開示請求があってから６０日

以内に開示決定等をするものとして，文書１ないし文書５を特定し，法

９条１項の規定に基づき，令和２年３月１０日付け２０２００１１０公

開関東東第１号をもって法５条１号，２号イに該当する部分を除いて開

示する原処分１を行った。 

また，処分庁は，原処分１の残りの部分として対象となる行政文書を

文書６ないし文書６９のとおり特定し，法９条１項及び１１条の規定に

基づき，令和２年１０月３０日付け２０２０１０３０公開関東東第１号

をもって，法５条１号，２号イに該当する部分を除いて開示する原処分

２を行った。 

（３）原処分に対し，開示請求者である審査請求人は，行政不服審査法（平

成２６年法律第６８号）４条３号の規定に基づき，令和２年４月１３日

付け及び令和３年１月８日付け書面（郵送消印日：同月９日）で，諮問

庁に対し，別紙の２に掲げる部分を除く部分（以下「本件不開示部分」

という。）を開示することを求める各審査請求（以下，併せて「本件審
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査請求」という。）を行った。 

（４）本件審査請求を受け，諮問庁において，原処分の妥当性につき改めて

慎重に精査したところ，本件審査請求には理由がないと認められるため，

諮問庁による裁決をもって本件審査請求を棄却することにつき，法１９

条１項の規定に基づき，情報公開・個人情報保護審査会に諮問するもの

である。 

２ 原処分における処分庁の決定及びその理由 

処分庁は，本件対象文書について，法５条１号又は２号イに該当する部

分を不開示とし，その他の部分を開示する原処分を行った。 

原処分において，本件不開示部分の不開示とした部分とその理由は，以

下のとおりである。 

（１）原処分１ 

ア 文書１ないし文書４の申請者名及び資格に係る部分については，法

人に関する情報であって，当該情報が事業上の個別取引に密接に結び

ついていることから，公にすることにより，申請者の取引先に関する

情報等の当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するお

それがあるものとして認められ，法５条２号イに該当するため不開示

とした。 

イ 文書１ないし文書４の次に掲げる情報については，通常一般には公

開されていない企業間の個々の取引に関する重要な情報及び商品の詳

細等を含む情報であり，公にすることにより，申請者の取引先に関す

る情報等の当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害する

おそれがあるものとして認められ，法５条２号イに該当するため不開

示とした。 

（ア）整理番号（輸入承認証有効期限延長申請受付に際して付した番号） 

（イ）承認番号 

（ウ）「輸入承認証有効期間延長申請書」の「３．申請の理由」の記載

の一部 

（エ）「輸入承認申請書」の整理番号（輸入承認申請受付に際して付し

た番号） 

（オ）「輸入承認申請書」の「Ｉ 申請の明細」の各項目の記載部分 

（カ）「輸入承認申請書」の「Ⅲ 輸入の承認」の輸入割当証明書の日

付及び番号，条件 

（キ）「輸入承認申請書（裏面）」の「２ ※通関（輸入承認関係）」

の各項目の記載部分（税関の印影部分については日付部分） 

（ク）「輸入承認証有効期間延長申請書」及び「輸入承認申請書」以外

の申請者提出資料 

ウ 文書５の申請者名称，役職名及び資格に係る部分については，法人
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に関する情報であって，当該情報が事業上の個別取引に密接に結びつ

いていることから，公にすることにより，申請者の取引先に関する情

報等の当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそ

れがあるものとして認められ，法５条２号イに該当するため不開示と

した。 

エ 文書５の次に掲げる情報については，通常一般には公開されていな

い企業間の個々の取引に関する重要な情報及び商品の詳細等を含む情

報であり，公にすることにより，申請者の取引先に関する情報等の当

該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある

ものとして認められ，法５条２号イに該当するため不開示とした。 

（ア）整理番号（申請書受付時にシステムが付与する一意の番号で輸入

承認申請受付に際して付した番号） 

（イ）受理番号 

（ウ）許可承認証等番号 

（エ）申請者コード 

（オ）品目コード 

（カ）関税率表番号 

（キ）商品名 

（ク）原産地 国コード 

（ケ）船積地域 国コード 

（コ）数量 

（サ）単位（数量用） 

（シ）「申請理由，訂正理由」欄の記載の一部 

（ス）数量割当・金額割当の別 

（セ）輸入割当証明書取得年月日 

（ソ）輸入割当証明書番号 

（タ）「輸入承認証」の「Ｉ 輸入の承認・輸入割当ての明細」の各項

目の記載部分 

（チ）「輸入承認証」の「Ⅲ 輸入の承認」の輸入割当証明書の日付及

び番号，承認番号，条件 

（ツ）「輸入承認証」の「２ 通関（輸入承認関係）」の各項目の記載

部分（備考欄の「＊＊＊」の記載を除く） 

（テ）月別裏書実績の計算日時及び各項目の記載部分（許可又は承認年

月の一部を除く） 

（ト）「申請内容詳細」及び「輸入承認証」以外の申請者提出資料 

（２）原処分２ 

ア 文書６ないし文書５０の「輸入承認証有効期間延長申請書」に記載

された申請担当者名及び所属法人名に係る部分については，申請担当
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者の非公表の個人に関する情報であって，特定の個人を識別すること

ができるものであり，法５条１号に該当するため不開示とした。 

イ 文書６ないし文書５０の記名押印又は署名の印影に係る部分につい

ては，認証的機能を有するものであり，公にすることにより，偽造さ

れるおそれがある等，当該法人等の権利，競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあり，法５条２号イに該当するため不開示とし

た。 

ウ 文書６ないし文書５０の申請者名，住所，電話番号，記名押印又は

署名及び資格に係る部分については，法人に関する情報であって，当

該情報が事業上の個別取引に密接に結びついていることから，公にす

ることにより，申請者に取引先に関する情報等の当該法人の権利，競

争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあり，法５条２号イに

該当するため不開示とした。 

エ 文書６ないし文書５０の次に掲げる情報については，通常一般には

公開されていない企業間の個々の取引に関する重要な情報及び商品の

詳細等を含む情報であり，公にすることにより，申請者の取引先に関

する情報等の当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害す

るおそれがあり，法５条２号イに該当するため不開示とした。 

（ア）整理番号（輸入承認証有効期限延長申請受付に際して付した番号） 

（イ）承認番号 

（ウ）「輸入承認証有効期間延長申請書」（別紙部分含む）の「３．申

請の理由」の記載の一部 

（エ）「輸入承認申請書」の整理番号（輸入承認申請受付に際して付し

た番号） 

（オ）「輸入承認申請書」の「Ｉ 申請の明細」の各項目の記載部分

（別紙記載を示す部分を除く） 

（カ）「輸入承認申請書」の「Ⅲ 輸入の承認」の輸入割当証明書の日

付及び番号，条件 

（キ）「輸入承認申請書」の担当者メモのうち申請者の取引に関する情

報の記載部分 

（ク）「輸入承認申請書」の明細書の各項目の記載部分 

（ケ）「輸入承認申請書（裏面）」の「２ ※通関（輸入承認関係）」

の各項目の記載部分（税関の印影部分については日付部分） 

（コ）「輸入承認証内容変更承認申請書」の「２ 変更申請の内容」の

原承認の内容欄及び変更後の内容欄中の記載部分（別紙及び項目の

記載部分を除く） 

（サ）「輸入承認証内容変更承認申請書」の「３ 変更理由」の商品名

及び割当種別の記載部分 
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（シ）「輸入承認証有効期間延長申請書」及び「輸入承認申請書」

（「輸入承認証内容変更承認申請書」含む）以外の申請者提出資料

（「原本確認済」の印影及び担当者メモのうち申請者の取引に関す

る情報の記載以外の部分を除く） 

オ 文書５１ないし文書６９の「申請担当者情報」欄の部署名，氏名，

電話番号及びメールアドレスに係る部分については，申請担当者の非

公表の個人に関する情報であって，特定の個人を識別することができ

るものであり，法５条１号に該当するため不開示とした。 

カ 文書５１ないし文書６９の申請者名称，役職名，氏名，住所，郵便

番号，電話番号，申請者名及び資格に係る部分については，法人に関

する情報であって，当該情報が事業上の個別取引に密接に結びついて

いることから，公にすることにより，申請者の取引先に関する情報等

の当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれが

あり，法５条２号イに該当するため不開示とした。 

キ 文書５１ないし文書６９の次に掲げる情報については，通常一般に

は公開されていない企業間の個々の取引に関する重要な情報及び商品

の詳細等を含む情報であり，公にすることにより，申請者の取引先に

関する情報等の当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害

するおそれがあり，法５条２号イに該当するため不開示とした。 

（ア）整理番号（申請書受付時にシステムが付与する一意の番号で輸入

承認申請受付に際して付した番号） 

（イ）受理番号 

（ウ）許可承認証等番号 

（エ）申請者コード 

（オ）品目コード 

（カ）関税率表番号 

（キ）商品名 

（ク）原産地 国コード 

（ケ）船積地域 国コード 

（コ）数量 

（サ）単位（数量用） 

（シ）「申請理由，訂正理由」欄の記載の一部 

（ス）数量割当・金額割当の別 

（セ）輸入割当証明書取得年月日 

（ソ）輸入割当証明書番号 

（タ）「輸入承認証」の「Ｉ 輸入の承認・輸入割当ての明細」の各項

目の記載部分 

（チ）「輸入承認証」の「Ⅲ 輸入の承認」の輸入割当証明書の日付及
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び番号，承認番号，条件 

（ツ）「輸入承認証」の「２ 通関（輸入承認関係）」の各項目の記載

部分（備考欄の「＊＊＊」の記載を除く） 

（テ）月別裏書実績の計算日時及び各項目の記載部分（許可又は承認年

月の一部を除く） 

（ト）「申請内容詳細」及び「輸入承認証」以外の申請者提出資料 

３ 審査請求人の主張についての検討 

（１）審査請求人は，処分庁が法５条１号又は２号イに該当するため不開示

とした本件不開示部分を開示することを求めているので，以下，本件不

開示部分の法５条１号及び２号イの不開示情報該当性について，具体的

に検討する。 

（２）まず，法５条２号イの不開示情報該当性について検討する。 

本件対象文書は，特定期間に特定事業者から輸入貿易管理令（以下

「管理令」という。）５条２号の規定に基づく申請のあった輸入承認証

有効期間延長に関する書類であり，本件不開示部分には，当該申請事業

者を特定することができる情報及び当該特定事業者の個別の輸入承認申

請及びその有効期間延長申請に関する具体的かつ詳細な情報が記載され

ている。 

本件不開示部分は，これを公にすると，特定期間に輸入承認申請及び

その有効期間延長申請をした特定事業者が明らかになるとともに，当該

特定事業者が輸入承認申請及びその有効期間延長申請をした商品の名称，

数量，価格，延長理由等の具体的な内容並びに取引の相手先事業者名等

が明らかとなり，当該特定事業者の内部管理情報である輸入商品に係る

情報及び取引相手先等が明らかとなって，特定事業者の競争上の地位そ

の他正当な利益を害するおそれがあることから，法５条２号イの不開示

情報に該当し，不開示としたことは妥当である。 

（３）次に，法５条１号の不開示情報該当性について検討する。 

本件不開示部分は，申請担当者の非公表の個人に関する情報であって，

特定の個人を識別することができるものであることから，法５条１号の

不開示情報に該当し，不開示としたことは妥当である 

４ 結論 

以上により，本件審査請求については何ら理由がなく，原処分の正当性

を覆すものではない。 

したがって，本件審査請求については，棄却することとしたい。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件各諮問事件について，以下のとおり，併合し，調査審

議を行った。 

① 令和２年６月２９日   諮問の受理（令和２年（行情）諮問第３
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４０号） 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

③ 同年７月１７日     審議（同上） 

④ 令和３年３月１２日   諮問の受理（令和３年（行情）諮問第７

２号） 

⑤ 同日          諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

⑥ 同月２２日       審議（同上） 

⑦ 令和４年１１月２８日  委員の交代に伴う所要の手続の実施，本

件対象文書の見分及び審議（令和２年

（行情）諮問第３４０号及び令和３年

（行情）諮問第７２号） 

⑧ 同年１２月１２日    審議（同上） 

⑨ 令和５年１月１１日   令和２年（行情）諮問第３４０号及び令

和３年（行情）諮問第７２号の併合並び

に審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，別紙の１に掲げる６９文書である。 

審査請求人は，本件不開示部分の開示を求めており，諮問庁は，本件不

開示部分が法５条１号及び２号イに該当するため不開示とした原処分を妥

当としていることから，以下，本件対象文書の見分結果に基づき，本件不

開示部分の不開示情報該当性について検討する。 

２ 不開示情報該当性について 

本件対象文書は，輸入承認証有効期間の延長に関して，各輸入事業者が

行った延長申請に係る申請書及び添付書類であり，本件不開示部分は，申

請等担当者に係る部分，記名押印又は署名の印影に係る部分，申請者に係

る部分及び輸入内容に係る部分であることが認められる。 

（１）申請等担当者に係る部分について 

担当者の氏名，所属法人名又は所属部署，電話番号及びメールアドレ

スなど，申請等担当者に係る部分については，法５条１号本文前段の個

人に関する情報であって，特定の個人を識別することができるものに該

当し，同号ただし書イないしハに該当する事情も認められず，個人識別

部分に該当すると認められることから，法６条２項による部分開示の余

地はなく，同号に該当し，不開示とすることが妥当である。 

（２）記名押印又は署名の印影に係る部分について 

法人及びその代表者の印影については，押印された書類等の記載事項

の内容が真正なものであることを示す認証的機能を有するものであり，

これを公にすることにより，印影が偽造され悪用されるおそれがある
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等，当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益が害されるおそれ

があると認められることから，法５条２号イに該当し，不開示とするこ

とが妥当である。 

（３）上記（１）及び（２）を除いた部分について 

ア 当該部分を不開示とした理由について，当審査会事務局職員をして

諮問庁に確認させたところ，諮問庁から次のとおり説明があった。 

（ア）現在，対外取引等の貿易は自由とされているところ，外国貿易及

び国民経済の健全な発展を図るため，特定の貨物及び特定の国・地

域を原産地・船積地とする貨物（以下，併せて「特定貨物」とい

う。）を輸入しようとする者は，外国為替及び外国貿易法（以下

「外為法」という。）及び管理令に基づき，経済産業省令で定める

手続に従って，経済産業大臣の承認を受けなければならない。同承

認のための申請は，電子申請又は郵送申請（紙申請）により受理し

ており，また，各申請については，受付の順に整理番号を付してい

る。 

（イ）経済産業大臣は，上記（ア）に基づく輸入の承認申請を行った事

業者等に対し，申請資格，申請書類などの審査を経て輸入承認証を

交付し，その際に，輸入承認に係る申請案件ごとに固有の番号（承

認番号）を付与している。また，輸入承認の有効期間の延長が必要

な場合には，延長の原因が申請者の責に帰すべきものでないことな

どの延長を要することを立証する書類とともに輸入承認証有効期間

延長申請書を提出させ，電子申請においては輸入承認内容訂正申請

（以下，併せて「延長申請」という。）させ，輸入承認証の有効期

間の延長を承認している。 

（ウ）本件対象文書は，延長申請に係る申請書及び同申請に係る添付書

類であるが，申請内容は，当該申請事業者が行っている個別の事業

内容であって，整理番号や承認番号等の特定貨物の輸入申請に伴っ

て付された番号は，申請事業者の申請時期や申請内容と密接に関連

していることから，本件不開示部分を公にすると，申請した事業者

名を始め，輸入の品目，時期，規模，原産地等が明らかとなり，競

合する他者に申請事業者の経営方針，経営戦略等が推察され，同種

事業への参入，妨害等を容易ならしめる等，当該申請事業者の競争

上の地位その他正当な利益を害するおそれがある。 

イ 当該部分には，当該輸入承認証延長申請を行った法人の名称，住所

及び電話番号，申請者氏名及び役職名，当該輸入承認証延長申請に係

る輸入品目，原産地，数量及び取引先等事業の詳細，並びに当該輸入

承認証延長申請に係る整理番号，承認番号等が記載されていることが

認められる。 
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上記ア（ア）及び（イ）の諮問庁の説明に鑑みれば，当該部分は，

延長申請に係る法人に関する情報であって，事業者間の個々の取引

に関する重要な情報及び商品の詳細等を含む情報並びに事業上の個

別取引に密接に結び付いた情報であると認められる。 

そうすると，当該部分を公にすることにより，輸入の品目，時期，

規模，原産地等個別の事業内容及び当該事業を営む申請事業者名が

明らかとなり，当該申請事業者の経営方針，経営戦略等が競合する

他者に推察され，同種事業への参入，妨害等を容易ならしめるなど

の上記ア（ウ）の諮問庁の説明は不自然，不合理とはいえず，当該

申請事業者の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ

があると認められるので，法５条２号イに該当し，不開示とするこ

とが妥当である。 

しかしながら，別紙の３に掲げる部分は，当該申請の順に付された

単なる整理番号であり，これを公にしても輸入の品目，時期，規

模，原産地等個別の事業内容及び当該事業を営む申請事業者名が明

らかになるとはいえず，当該申請事業者の権利，競争上の地位その

他正当な利益を害するおそれがあるとは認められないので，法５条

２号イに該当せず，開示すべきである。 

なお，審査請求人は，販売されている食料品には，生産国，輸入業

者，内容の数量販売定価などが表示され公にされているから，本件

不開示部分は不開示情報には該当しない旨を主張しており，当該主

張は，食品表示法に基づき表示される内容は開示すべきである旨の

主張と解されるが，当審査会において同法を確認したところ，当該

表示は，消費者の需要に即した食品の生産の振興に寄与すること等

を目的として販売段階における表示を規定したものと認められるた

め，いまだ販売には至らない輸入申請に係る文書の開示を求める本

件においては，同法を根拠とした当該主張を認めることはできな

い。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

４ 本件各一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号及び２号

イに該当するとして不開示とした各決定については，審査請求人が開示す

べきとする部分のうち，別紙の３に掲げる部分を除いた部分は，同条１号

及び２号イに該当すると認められるので，不開示としたことは妥当である

が，別紙の３に掲げる部分は，同号イに該当せず，開示すべきであると判

断した。 
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（第２部会） 

委員 白井玲子，委員 太田匡彦，委員 佐藤郁美 
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別紙 

 

１ 本件対象文書 

文書１ 申請年月日：令和０１年１２月２７日，希望する有効期間満了日：

ＪＵＬ．１７ ２０２０（水産物関係（紙申請）） 

文書２ 申請年月日：２０１９．１２．２７，希望する有効期間満了日：２

０２０年７月１１日（水産物関係（紙申請）） 

文書３ 申請年月日：２０１９年１２月２６日，希望する有効期間満了日：

２０２０年４月３０日（水産物関係以外（紙申請）） 

文書４ 申請年月日：２０１９年１２月２６日，希望する有効期間満了日：

２０２０年３月３１日（水産物関係以外（紙申請）） 

文書５ 申請年月日：２０１９／１２／２６，延長後有効期間満了日：２０

２０／０８／２３（水産物関係（電子申請）） 

文書６ 申請年月日：２０１９年１２月２５日，希望する有効期間満了日：

２０２０年６月３日（水産物関係（紙申請）） 

文書７ 申請年月日：令和元年１２月２３日，希望する有効期間満了日：令

和２年７月１２日（水産物関係（紙申請）） 

文書８ 申請年月日：令和元年１２月２３日，希望する有効期間満了日：令

和２年７月１２日（水産物関係（紙申請）） 

文書９ 申請年月日：２０１９年１２月２３日，希望する有効期間満了日：

２０２０年７月６日（水産物関係（紙申請）） 

文書１０ 申請年月日：２０１９年１２月２０日，希望する有効期間満了

日：２０２０年６月２７日（水産物関係（紙申請）） 

文書１１ 申請年月日：２０１９年１２月１６日，希望する有効期間満了

日：２０２０年７月１０日（水産物関係（紙申請）） 

文書１２ 申請年月日：ＤＥＣ．２０．２０１９，希望する有効期間満了

日：２０２０年６月２１日（水産物関係（紙申請）） 

文書１３ 申請年月日：ＤＥＣ．２０．２０１９，希望する有効期間満了

日：２０２０年７月１０日（水産物関係（紙申請）） 

文書１４ 申請年月日：２０１９年１２月１９日，希望する有効期間満了

日：２０２０年７月３日（水産物関係（紙申請）） 

文書１５ 申請年月日：令和元年１２月１８日，希望する有効期間満了日：

令和二年７月６日（水産物関係（紙申請）） 

文書１６ 申請年月日：令和元年１２月１８日，希望する有効期間満了日：

令和二年７月６日（水産物関係（紙申請）） 

文書１７ 申請年月日：令和元年１２月１８日，希望する有効期間満了日：

令和二年７月６日（水産物関係（紙申請）） 

文書１８ 申請年月日：令和元年１２月１８日，希望する有効期間満了日：
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令和二年７月６日（水産物関係（紙申請）） 

文書１９ 申請年月日：令和元年１２月１８日，希望する有効期間満了日：

令和二年７月６日（水産物関係（紙申請）） 

文書２０ 申請年月日：令和元年１２月１８日，希望する有効期間満了日：

令和二年７月６日（水産物関係（紙申請）） 

文書２１ 申請年月日：令和元年１２月１８日，希望する有効期間満了日：

令和二年７月６日（水産物関係（紙申請）） 

文書２２ 申請年月日：２０１９年１２月１８日，希望する有効期間満了

日：２０２０年７月３日（水産物関係（紙申請）） 

文書２３ 申請年月日：ＤＥＣ．１８．２０１９，希望する有効期間満了

日：２０２０年７月１９日（水産物関係（紙申請）） 

文書２４ 申請年月日：ＤＥＣ．１７．２０１９，希望する有効期間満了

日：２０２０年６月２６日（水産物関係（紙申請）） 

文書２５ 申請年月日：２０１９年１２月１７日，希望する有効期間満了

日：２０２０年７月８日（水産物関係（紙申請）） 

文書２６ 申請年月日：２０１９年１２月１６日，希望する有効期間満了

日：２０２０年６月２０日（水産物関係（紙申請）） 

文書２７ 申請年月日：２０１９年１２月１６日，希望する有効期間満了

日：２０２０年７月１２日（水産物関係（紙申請）） 

文書２８ 申請年月日：令和元年１２月１６日，希望する有効期間満了日：

２０２０年４月１０日（水産物関係（紙申請）） 

文書２９ 申請年月日：２０１９年１２月１６日，希望する有効期間満了

日：ＪＵＮＥ．２０．２０２０（水産物関係（紙申請）） 

文書３０ 申請年月日：２０１９年１２月１６日，希望する有効期間満了

日：ＪＵＮＥ．２０．２０２０（水産物関係（紙申請）） 

文書３１ 申請年月日：２０１９年１２月１６日，希望する有効期間満了

日：２０２０年６月２０日（水産物関係（紙申請）） 

文書３２ 申請年月日：２０１９年１２月１６日，希望する有効期間満了

日：２０２０年６月２０日（水産物関係（紙申請）） 

文書３３ 申請年月日：２０１９年１２月１６日，希望する有効期間満了

日：２０２０年６月２０日（水産物関係（紙申請）） 

文書３４ 申請年月日：２０１９年１２月１６日，希望する有効期間満了

日：２０２０年６月２０日（水産物関係（紙申請）） 

文書３５ 申請年月日：２０１９年１２月１６日，希望する有効期間満了

日：２０２０年６月１８日（水産物関係（紙申請）） 

文書３６ 申請年月日：令和１年１２月２４日，希望する有効期間満了日：

令和２年４月３０日（水産物関係以外（紙申請）） 

文書３７ 申請年月日：２０１９年１２月１２日，希望する有効期間満了
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日：２０２０年５月３１日（水産物関係以外（紙申請）） 

文書３８ 申請年月日：２０１９年１２月１２日，希望する有効期間満了

日：２０２０年５月３１日（水産物関係以外（紙申請）） 

文書３９ 申請年月日：２０１９年１２月１２日，希望する有効期間満了

日：２０２０年５月３１日（水産物関係以外（紙申請）） 

文書４０ 申請年月日：２０１９年１２月１２日，希望する有効期間満了

日：２０２０年６月３０日（水産物関係以外（紙申請）） 

文書４１ 申請年月日：２０１９年１１月１５日，希望する有効期間満了

日：２０１９年１２月１３日（水産物関係以外（紙申請）） 

文書４２ 申請年月日：令和元年１１月５日，希望する有効期間満了日：令

和２年１月８日（水産物関係以外（紙申請）） 

文書４３ 申請年月日：２０１９年７月３日，希望する有効期間満了日：２

０２０年１月９日（水産物関係以外（紙申請）） 

文書４４ 申請年月日：２０１９年７月３日，希望する有効期間満了日：２

０２０年１月９日（水産物関係以外（紙申請）） 

文書４５ 申請年月日：令和元年６月１７日，希望する有効期間満了日：２

０１９年１２月１８日（水産物関係以外（紙申請）） 

文書４６ 申請年月日：２０１９年６月１３日，希望する有効期間満了日：

２０１９年８月３１日（水産物関係以外（紙申請）） 

文書４７ 申請年月日：２０１９年５月２３日，希望する有効期間満了日：

２０１９年１１月２８日（水産物関係以外（紙申請）） 

文書４８ 申請年月日：２０１９年５月１４日，希望する有効期間満了日：

２０１９年１１月１４日（水産物関係以外（紙申請）） 

文書４９ 申請年月日：２０１９年５月９日，希望する有効期間満了日：２

０１９年１１月１５日（水産物関係以外（紙申請）） 

文書５０ 申請年月日：２０１９年５月９日，希望する有効期間満了日：２

０１９年１１月１５日（水産物関係以外（紙申請）） 

文書５１ 申請年月日：２０１９／１２／２５，延長後有効期間満了日：２

０２０／０７／２２（水産物関係（電子申請）） 

文書５２ 申請年月日：２０１９／１２／２５，延長後有効期間満了日：２

０２０／０８／２３（水産物関係（電子申請）） 

文書５３ 申請年月日：２０１９／１２／２５，延長後有効期間満了日：２

０２０／０３／１０（水産物関係（電子申請）） 

文書５４ 申請年月日：２０１９／１２／２５，延長後有効期間満了日：２

０２０／０７／３１（水産物関係（電子申請）） 

文書５５ 申請年月日：２０１９／１２／２３，延長後有効期間満了日：２

０２０／０７／０９（水産物関係（電子申請）） 

文書５６ 申請年月日：２０１９／１２／２０，延長後有効期間満了日：２



 15 

０２０／０７／２６（水産物関係（電子申請）） 

文書５７ 申請年月日：２０１９／１２／２０，延長後有効期間満了日：２

０２０／０７／２５（水産物関係（電子申請）） 

文書５８ 申請年月日：２０１９／１２／１９，延長後有効期間満了日：２

０２０／０７／０６（水産物関係（電子申請）） 

文書５９ 申請年月日：２０１９／１２／１９，延長後有効期間満了日：２

０２０／０７／０６（水産物関係（電子申請）） 

文書６０ 申請年月日：２０１９／１２／１９，延長後有効期間満了日：２

０２０／０６／２６（水産物関係（電子申請）） 

文書６１ 申請年月日：２０１９／１２／１７，延長後有効期間満了日：２

０２０／０６／２１（水産物関係（電子申請）） 

文書６２ 申請年月日：２０１９／１２／１６，延長後有効期間満了日：２

０２０／０７／０２（水産物関係（電子申請）） 

文書６３ 申請年月日：２０１９／１２／１６，延長後有効期間満了日：２

０２０／０６／２７（水産物関係（電子申請）） 

文書６４ 申請年月日：２０１９／１２／１６，延長後有効期間満了日：２

０２０／０６／２０（水産物関係（電子申請）） 

文書６５ 申請年月日：２０１９／１２／１６，延長後有効期間満了日：２

０２０／０６／２２（水産物関係（電子申請）） 

文書６６ 申請年月日：２０１９／１２／１６，延長後有効期間満了日：２

０２０／０６／２２（水産物関係（電子申請）） 

文書６７ 申請年月日：２０１９／１２／１６，延長後有効期間満了日：２

０２０／０６／１７（水産物関係（電子申請）） 

文書６８ 申請年月日：２０１９／１２／１６，延長後有効期間満了日：２

０２０／０６／１７（水産物関係（電子申請）） 

文書６９ 申請年月日：２０１９／１２／１６，延長後有効期間満了日：２

０２０／０６／２６（水産物関係（電子申請）） 

 

２ 審査請求の対象から除く部分 

文書１ないし文書４の記名押印又は署名の印影，住所，電話番号及び記名

押印又は署名，並びに文書５の法５条１号に該当する不開示情報，同条２号

に該当する不開示情報のうち氏名，住所，郵便番号，電話番号及び申請者名 

 

３ 開示すべき部分 

各文書の整理番号 


